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要　旨

透析患者の肺炎は医療・介護関連肺炎に分類される
が，重要な死因の一つである．原因菌として薬剤耐性
菌の頻度が上がるが，過剰な抗菌薬投与にならないよ
うに注意する必要がある．透析患者は，インフルエン
ザによる重症化のハイリスクグループであり，新型イ
ンフルエンザの動向に留意するとともに施設内感染防
止を含めた対策が必要である．透析患者の感染症予防
には，インフルエンザワクチンと肺炎球菌ワクチンの
両方の接種が重要である．

はじめに

日本は世界に例を見ない速度で高齢化社会が進行し
ているが，それを背景として，肺炎は 2011 年に死亡
順位の第 3 位となったが，その死亡例の 97％ は 65 歳
以上の高齢者である‡1）．透析患者の死亡原因として，
一般に感染症は心不全に次ぐものであるが，高齢にな
るにつれてやはり肺炎の死亡率が増加する．透析患者
において，肺炎の年間死亡率は一般成人の 16 倍以上
と言われている1）．また，肺炎を続発する疾患として
インフルエンザは重要であり，近年，新型インフルエ
ンザの発生も危惧されている．

本講演では，透析患者における肺炎とインフルエン
ザの状況と，その治療・予防について概説してみたい．

1　透析患者の肺炎

透析患者の死因では，60 歳を超えると肺炎が増加し，
心不全に次いで第 2 位となっている．透析患者に発症
した肺炎は，日本呼吸器学会のガイドライン2）では，
医療・介護関連肺炎のうちに分類され，市中肺炎と院
内肺炎の中間に位置づけられている．重症度や薬剤耐
性菌の頻度も，市中肺炎より高く院内肺炎より低いも
のとされている．

原因微生物についても同様の事が観察され，一般に
医療・介護関連肺炎の原因微生物では，肺炎球菌が最
も多いものの，グラム陰性桿菌やメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（MRSA）など院内肺炎で多くみられる菌
種も混在する3）．

表 1 は筆者らの病院と，ある透析専門病院における
血液透析患者の肺炎の原因菌を比較したものである．
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表 1　血液透析患者の肺炎の原因微生物
（原因判明例における割合）　　

倉敷中央病院 透析専門病院

肺炎球菌 18.1％ 14.6％
MSSA 4.5％ 14.6％
MRSA ― 39.6％
モラクセラ・カラタラーリス 9.1％ ―
インフルエンザ菌 9.1％ 10.4％
肺炎桿菌 9.1％ 12.5％
大腸菌 4.5％ ―
緑膿菌 9.1％ 4.2％
肺炎クラミジア 13.6％ ―
レジオネラ属 4.5％ ―
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筆者らの病院では，市中肺炎同様肺炎球菌が最も多く，
非定型病原体も多く認められている一方で，緑膿菌や
肺炎桿菌などのグラム陰性桿菌もかなりみられている．
透析専門病院では MRSA が最も多く，グラム陰性桿
菌が続いており，院内肺炎に近い内容となっている．
これはそれぞれの病院の性格を反映したものであると
思われる．

日本呼吸器学会のガイドラインでは，医療・介護関
連肺炎を，外来で治療可能な軽症群，入院が必要であ
るが薬剤耐性菌のリスクがない群，薬剤耐性菌のリス
クがある入院群，重症で人工呼吸器装着等の集中治療
を行う群の 4 群に分類し，それぞれの群に対してエン
ピリックセラピーに用いる抗菌薬を推奨している（図

1）．原因菌が判明すれば，それを標的とした抗菌薬へ
変更（de-escalation）することとなっている．

しかしながら，臨床検体より検出された MRSA や
緑膿菌が必ずしも原因菌であるとは限らず，その判定
には留意を要する．医療・介護関連肺炎において耐性
菌をカバーしてもしなくても入院死亡率や治療失敗率
は変わらなかったとする報告4）や，耐性菌をカバーし

て多くの抗菌薬を使用したほうが予後不良であったと
する報告5）もみられているため，過剰な抗菌薬使用は
慎むべきである．

透析患者に抗菌薬を投与する場合は，当然ながら，
薬物に腎毒性がないか，薬物が腎排泄か肝排泄か，透
析による除去率はどのくらいであるか，代謝物が蓄積
しないか等を考慮して選択を行うことになる．

2　透析患者のインフルエンザ

表 2 は，米国 Centers of Disease Control and Preven-

表 2　季節性インフルエンザのハイリスクグループ

● 65 歳以上の年齢
● 慢性呼吸器疾患（喘息や COPD）
● 心血管疾患（高血圧単独を除く）
● 慢性腎，肝，血液，代謝（糖尿病など）疾患
● 神経筋疾患（運動麻痺，痙攣，嚥下障害）
● 免疫抑制状態（HIV 感染や，薬物によるものを含む）
● 妊婦
● 長期療養施設の入所者
● 著しい肥満
● アスピリンの長期投与を受けている者
● 担癌患者

図 1　医療・介護関連肺炎の各群におけるエンピリック治療の推奨抗菌薬
　　　　　　 （日本呼吸器学会医療・介護関連肺炎ガイドラインより）
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tion（CDC）が出している，季節性インフルエンザに
罹患した場合に重症となるリスクグループである．慢
性腎疾患を有する患者がこの中に含まれており，透析
患者もリスクグループと考えられている．実際，2009

年のインフルエンザ A（H1N1）のパンデミック時に，
透析クリニックのサーベイランスでは，インフルエン
ザに罹患した透析患者のうち，34％ が入院し，22.5％
が肺炎を併発し，5％ が死亡したと報告されている6）．
また，新型インフルエンザにより入院を要した透析患
者がオセルタミビルによる治療を行っていたにもかか
わらず，呼吸不全を呈するなど一般人より重症傾向で，

ウイルス陽性期間が平均 12 日間と長かった7）．
抗インフルエンザ薬の投与については，議論のある

ところであったが，近年二つの興味深いメタアナリシ
ス8, 9）が発表された．オセルタミビルを中心としたノ
イラミニダーゼ阻害薬を投与された患者は，投与され
なかった患者に比して，有意に有熱期間が短縮し，下

表 3　透析患者での抗インフルエンザ薬の用量

用　　量

オセルタミビル 1 回 75 mg を単回投与，
5 日後に症状が残っていればさらに 1 回

予防投与の場合は，1 回 75 mg 投与し，
5 日後に再度 75 mg 投与

ザナミビル 1 回 10 mg を 1 日 2 回 5 日間吸入

ラニナミビル 40 mg を単回吸入

ペラミビル 50～100 mg を 1 回点滴静注
図 2　インフルエンザ罹患後にみられた，黄色ブドウ球菌に

　　 よる重症肺炎

図 3　インフルエンザ院内感染対策のフロ－チャート
　　　　　　　　　　    （日本感染症学会提言より）
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ICTによる調査

リスクアセスメント 
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接触者を対象，あるいは病
棟・フロアなどユニット単
位で予防投薬 
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気道合併症や入院が減少したこと，および症状発現か
ら 2 日以内の早期にノイラミニダーゼ阻害薬を投与し
た群が予後良好であったことが示された．米国 CDC

では，リスクある患者や重症例，早期進行例では，イ
ンフルエンザが確定あるいは疑われた時点で，可及的
早期に抗ウイルス薬を投与することを推奨している．
特に，新型インフルエンザのパンデミック時には，

①　ワクチンは間に合わないこと
②　若年者や健常者でも重症化の可能性があること
③　高齢者や合併症のある人は，罹患すれば当然重

症化の惧れがあること
④　誰が重症化のリスクを有するかは不明であるこ

と
より，医療資源があれば，広く抗ウイルス薬による早
期治療が望ましいと思われる．透析患者における抗イ
ンフルエンザ薬の用量は，表 3 に示すとおりである．

インフルエンザ罹患後に続発する細菌性肺炎は，高
齢者の超過死亡の大きな原因であり，肺炎球菌，イン
フルエンザ菌，黄色ブドウ球菌等が原因菌となりやす
い（図 2）．また，成人においてもインフルエンザ脳
症の発症をみることがあるので注意すべきである．

透析施設を含めた，医療機関内におけるインフルエ
ンザの伝播を防止することは重要である．日本感染症
学会では ｢インフルエンザ病院内感染対策の考え方に
ついて｣ と題した提言を発表‡2）し，入院患者におい
てインフルエンザが発症した場合の対応をフローチャ
ートで示している（図 3）．入院患者において流行期
に発熱と上気道炎症状を呈した患者が出現したならば，
直ちに患者の隔離を行い，迅速診断や臨床的評価を行
いインフルエンザか否かの判断を行う．インフルエン
ザの診断が確定すれば，当該患者に対しては早急に抗
ウイルス薬の投与を開始し，同室患者に対して予防投
与を行う．それとともに，院内の感染制御室，ICT 等
が中心となって院内のサーベイランス，監視を行うこ
とが望ましい．もし，病室を超えて発症者が出るよう
であれば，接触者すべてを対象とし，場合によっては
病棟やフロア単位での予防投与も考慮する．

3　新型インフルエンザ

現在，新型インフルエンザになる可能性が高いとい
われているのは，鳥インフルエンザの A（H7N9）で
ある．水禽類の体内のウイルスが家禽類に感染し，接

触等によりまれにヒトに感染，あるいはブタに感染し
てブタ体内でヒト型のインフルエンザウイルスと混じ
ることにより，ヒトに対して強い感染力を有するウイ
ルスへと変異する可能性が示されている．

2009 年の A（H1N1）によるパンデミックのときは，
若年者に発症例が多く，季節性インフルエンザにみら
れるような高齢者の発症は少なかった．これは，高齢
者が過去に H1 型のインフルエンザに曝露をうけてき
た可能性が高かったことを示している．一方，人類は，
H7 型によるパンデミックを未だ経験していない．し
たがって，H7N9 によるパンデミックが起こった時に
は，高齢者にも多くの発症者がでることが予想される．
実際，中国における 111 例の H7N9 のヒト発症例の検
討では，40％ 以上が 65 歳以上の高齢者であった10）．

日本透析医会，日本透析医学会は「透析施設におけ
る新型インフルエンザ対策ガイドライン」‡3）を発表し
ている．これによると，

①　患者未発生期～海外発生期では，患者・スタッ
フへの教育，封じ込めの時期に患者を入院させる
地域の指定医療機関の確認，個人予防具（PPE）
の用意と装着訓練

②　国内発生早期～感染拡大期には，透析患者が発
症した場合の対応，疑似患者が来院した場合の対
応，指定医療機関での隔離透析，透析施設スタッ
フへの対応（予防投与），環境整備について

③　蔓延期～回復期には，患者・スタッフ連絡網の
確立，有症状者への対応と受診勧奨，新型インフ
ルエンザ感染者に対する透析

について述べられている．

4　ワクチン

ワクチンは感染症を予防する有効な手段である．透
析患者におけるインフルエンザワクチンの検討は種々
行われてきているが，インフルエンザワクチンの接種
を受けた透析患者の 80％ で抗体産生が認められ，免
疫反応は healthy volunteers と不変であったとする報
告11），インフルエンザワクチンを接種した慢性透析患
者では，インフルエンザ様症状の発症を約 60％ 抑制
することができたとする報告12）がある．一方で，2009 

H1N1 パンデミックインフルエンザのワクチン接種を
受けた透析患者では，seroconversion は 64％ にしか
見られず，コントロール群（93.8％）に比して明らか
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に低率であり，また titer も低値であったという報告13）

もみられる．
前述したように，肺炎球菌は市中肺炎の原因として

最も頻度の高いものであり，致死的な重症肺炎の原因
にもなりうる．また，髄膜炎や敗血症等の重篤な合併
症を起こすこともある．肺炎球菌のワクチンの効果に
ついては長年多くの研究が行われてきており，透析患
者についての報告も多い．肺炎球菌ワクチンを受けた
透析患者は，有意に mortality の低下（HR：0.94），
cardiac death の低下（HR：0.91），敗血症，菌血症に
よる入院の減少（HR：0.95）を認め，肺炎球菌とイ
ンフルエンザワクチンの両者を受けた透析患者では，
mortality がさらに低下した（HR：0.73）とする文献
がある14）．また，肺炎球菌とインフルエンザの両方の
ワクチンの接種を受けた透析患者では，一方のみを受
けた患者よりも，mortality が低下していた15）．これら
のことより，日本腎臓学会では，慢性腎臓病の患者に
対してインフルエンザワクチンと肺炎球菌ワクチン両
者の接種を推奨している16）．透析患者を含めた慢性腎
疾患患者では，通常 23 価肺炎球菌ワクチン接種に対
して充分な抗体反応を示す17）が，多くの患者でその抗
体価は急速に低下するといわれている．

肺炎球菌ワクチンには，23 価の多糖体ワクチンと
13 価の結合型ワクチンの両者がある．23 価ワクチン
のほうがカバーする血清型は多いが，結合型ワクチン

のほうが理論上は免疫応答を起こしやすい．現在，23

価多糖体ワクチンのみが定期接種の対象となっていて，
65 歳以上の高齢者で 5 歳刻みに，初回接種の場合に
のみ国からの補助が出される．この定期接種を利用し
て両者のワクチンを併用して使用することが考えられ
る（図 4）．

肺炎球菌ワクチンを接種すると，ワクチンに含まれ
ている血清型による肺炎球菌感染症は減少するが，ワ
クチンに含まれていない血清型による感染症が増加す
る現象が起こり，serotype replacement と呼ばれてい
る．現実に臨床より分離された肺炎球菌株の血清型を
調べると，ワクチンに含まれている血清型のカバー率
は経年的に下がってきており，今後の大きな問題とな
っている．

おわりに

透析患者における肺炎とインフルエンザについて概
説した．透析患者は感染症に罹患するリスクが高く，
その管理と予防は重要である．特にインフルエンザワ
クチン，肺炎球菌ワクチンの積極的な接種が推奨され
る．
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